
 

○豊前市観光まちづくり企画提案事業補助金交付要綱  

（平成２９年７月１日制定）  

改正  

 令和７年５月１２日告示第６６号  

 

豊前市観光まちづくり企画提案事業補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は，観光誘客に資するまちづくり活動を行う団体

等（以下「実施主体」という。）に対し，豊前市補助金交付規則

（昭和４３年規則第１０号。以下「規則」という。）及びこの要

綱の定めるところにより，予算の範囲内において観光まちづくり

企画提案事業補助金（以下「補助金」という。）を交付すること

について，必要な事項を定めるものとする。  

 

（補助対象者）  

第２条  補助金の交付対象となる実施主体は，次に掲げる要件を全

て満たしていると市長が認める団体等とする。ただし，過去に補

助金の交付を受けた団体等又はその実態が同一であると見なされ

る団体等は交付対象としない。  

（１）  豊前市内に活動拠点を有すること。  

（２）  代表者，活動体制，経理体制が明確であること。  

（３）  宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体等でない

こと。  

（４）  豊前市暴力団排除条例（平成２２年条例第１５号。以下

「暴排条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団でない

こと。  

（５）  暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員が団体の構成

員になっていないこと。  

（６）  暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体等でないこと。  



 

 

（補助対象事業）  

第３条  補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」とい

う。）は，前条に定める補助対象者が実施するもので，補助金の

交付決定の日から年度内の期間において実施する次に掲げる要件

を全て満たす事業とする。この場合において，交付決定前から当

該年度に補助対象事業に着手する場合で着手前に第６条第２号に

定める届出がなされたときは，補助対象事業とすることができる。  

（１）  観光誘客や交流機会の創出等，観光まちづくり推進にお

いて高い効果が見込まれる事業  

（２）  地域住民の自助努力を基本とするもので，オリジナリテ

ィ，創意工夫を有する事業  

（３）  事業の目的，実施方法，実施スケジュール，資金計画が

明確かつ適切であり，確実に実施できることが見込まれる事業  

２  前項の規定にかかわらず，次のいずれかに該当する事業は対象

としない。  

（１）  専ら宣伝，関連商品等の販売を目的とする事業  

（２）  実費相当以上の参加料等の徴収を行う事業  

（３）  特定の個人又は団体の宣伝を目的とする事業  

（４）  宗教活動又は政治活動を目的とする事業  

（５）  その他収益を上げる目的を有すると市長が認めるもの  

 

（補助対象経費）  

第４条  補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」とい

う。）は，次のとおりとする。  

（１）  補助対象事業に直接関わる人件費（アルバイトを含む。）  

（２）  講師及び専門家への謝礼（実施主体の構成員に対するも

のを除く。）及び旅費  

（３）  補助対象事業実施のために必要な旅費，交通費及び燃料  

  費  



 

（４）  広告費及び印刷製本費  

（５）  消耗品費及び原材料費  

（６）  通信運搬費  

（７）  会場，車両等の賃料及び使用料  

（８）  保険料（火災，地震その他の災害の家屋に係るものを除

く。）  

（９）  その他市長が必要と認める費用  

２  前項の規定にかかわらず次に掲げる経費は，補助金の交付対象

としない。  

（１）  領収書等により実施主体が支払ったことが明確に確認で

きない経費  

（２）  補助対象事業に直接関係しない実施主体の運営に係る人

件費  

（３）  補助対象事業に直接関係しない実施主体の経常的な運営

に係る経費  

（４）  その他補助対象事業に直接関係しない経費及び市長が適

正でないと認めた経費  

 

（補助金の額）  

第５条  補 助金 の額は ，補 助対 象経費 の支 出総 額から 当該 補助 対

象事 業に 係 るそ の他 の補 助 金， 売上 金， 寄 附金 等の 収入 金 額 を

控除 した 額 の１ ０分 の１ ０ 以内 の額 （そ の 額に １， ００ ０ 円 未

満の 端数 が ある とき は， こ れを 切り 捨て た 額） とし ，１ 事 業 に

つき１０万円を限度とする。  

 

（交付申請）  

第６条  補 助金 の交付 を受 けよ うとす る実 施主 体（以 下「 交付 希

望団 体」 と いう 。） は， 市 長が 指定 する 期 日ま でに 次に 掲 げ る

書類を市長に提出しなければならない。  

（１）  豊前市観光まちづくり企画提案事業補助金交付申請書（



 

様式第１号）  

（２）  豊前市観光まちづくり企画提案事業補助金交付決定前着

手届（様式第１号の２。第８条に規定する交付決定より前に補

助対象事業に着手するときに限る。）  

（３）  事業計画書（様式第２号）  

（４）  収支予算書（様式第３号）  

（５）  その他市長が必要と認める書類  

 

 （補助対象事業の選考）  

第７条  補 助対 象事業 の選 考は ，別に 定め る豊 前市観 光ま ちづ く

り企画提案事業選考要領に従うものとする。  

 

（交付決定）  

第８条  市 長は ， 前条 の選 考 の 結果を 尊重 し， 補助金 の交 付の 可

否を決定するものとする。  

２  市 長は ，補 助金を 交付 する ことが 適当 と認 めたと きは ，豊 前

市観 光ま ち づく り企 画提 案 事業 補助 金交 付 決定 通知 書（ 様 式 第

４号 ）に よ り， 補助 金を 交 付し ない こと を 決定 した とき は ， 豊

前市 観光 ま ちづ くり 企画 提 案事 業補 助金 不 交付 決定 通知 書 （ 様

式第５号）により，交付希望団体に通知するものとする。  

３  原 則と して 選考結 果及 び補 助金交 付の 適否 に対す る異 議の 申

立ては受け付けないものとする。  

 

（事業内容の変更）  

第９条  補 助金 の交付 の決 定を 受けた 実施 主体 （以下 「補 助事 業

者」 とい う 。） は， 補助 金 の交 付の 決定 後 にお いて ，事 業 の 内

容を 変 更 し よう とす ると き は， 豊前 市観 光 まち づく り企 画 提 案

事業 内容 変 更申 請書 （様 式 第６ 号） を市 長 に提 出し ，そ の 承 認

を受けなければならない。  

２  市 長は ，前 項の規 定に より 事業の 内容 の変 更を承 認し たと き



 

は， 豊前 市 観光 まち づく り 企画 提案 事業 変 更決 定通 知書 （ 様 式

第７号）により，補助事業者に通知するものとする。  

 

（事業の中止，廃止等）  

第１０ 条  補助 事業者 は， 補助 対象事 業の 全て を中止 又は 廃止 し

よう とす る とき は， 豊前 市 観光 まち づく り 企画 提案 事業 中 止 （

廃止 ）届 出 書（ 様式 第８ 号 ）を 市長 に提 出 し， その 承認 を 受 け

なければならない。  

 

（実績報告）  

第１１ 条  補助 事業者 は， 補助 対象事 業が 完了 したと きは ，完 了

の日 から 起 算し て起 算し て ３０ 日以 内又 は 当該 年度 の３ 月 ３ １

日の いず れ か早 い日 まで に ，次 に掲 げる 書 類を 市長 に提 出 し な

けれ ばな ら ない 。こ の場 合 にお いて ，前 条 の規 定に よる 補 助 対

象事業 の中 止又 は廃止 の承 認を 受けた とき も， また同 様と する 。  

（１）  豊前市観光まちづくり企画提案事業実績報告書（様式第

９号）  

（２）  事業報告書（様式第１０号）  

（３）  収支決算書（様式第１１号）  

（４）  経費を支払ったことを証する書類（領収書の写し等）  

（５）  本事業における広告物，印刷物等の成果品等  

（６）  その他市長が必要と認める書類  

２  補 助事 業者 は，補 助対 象事 業の実 施に 係る 書類， 経費 の収 支

に係 る書 類 その 他市 長の 定 める 書類 を当 該 年度 の終 了後 ２ 年 度

間保存しなければならない。  

 

（補助金の額の確定）  

第１２ 条  市長 は，前 条第 １項 各号に 掲げ る書 類を受 理し たと き

は， その 内 容を 審査 し， 補 助対 象事 業の 成 果が 適当 と認 め た と

きは ，交 付 すべ き補 助金 の 額を 確定 し， 豊 前市 観光 まち づ く り



 

企画 提案 事 業補 助金 額確 定 通知 書（ 様式 第 １２ 号） によ り ， 補

助事業者に通知するものとする。  

 

（補助金の請求及び交付）  

第１３ 条  前条 の規定 によ り補 助金額 の確 定を 受けた 補助 事業 者

は， 速や か に豊 前市 観光 ま ちづ くり 企画 提 案事 業補 助金 請 求 書

（様式第１３号）を市長に提出しなければならない。  

 

（概算払の請求）  

第１４ 条  補助 事業者 は， 概算 払によ る補 助金 の交付 を受 けよ う

とす ると き は， 次に 掲げ る 書類 を市 長に 提 出し なけ れば な ら な

い。  

（１ ）  豊 前市 観光 まち づ くり 企画 提案 事 業補 助金 概算 払 請 求

書（様式１４号）  

（２）  その他市長が必要と認める書類  

２  前項の 規定 により，補 助金 の概算払を 受け た補助対象 事業 は，

第１ １条 に 規定 する 書類 を 提出 した 日か ら ７日 以内 に補 助 金 の

精算をしなければならない。  

 

（補助金の交付決定等の取消し及び返還）  

第１５ 条  市長 は，補 助事 業者 が次に 掲げ る事 項に該 当し たと き

は， 補助 金 の交 付の 決定 の 全部 又は 一部 を 取り 消す こと が で き

る。  

（１ ）  偽 りそ の 他 不正 の 手段 によ り補 助 金の 交付 を受 け た と

き。  

（２ ）  補 助金 を第 ４条 に 定め る補 助対 象 経費 以外 の用 途 で 使

用したとき。  

（３ ）  補 助対 象事 業を 市 長の 承認 なく 変 更し ，中 止し ， 又 は

廃止したとき。  

（４ ）  補 助金 の交 付の 決 定内 容， その 他 法令 に基 づく 命 令 に



 

違反したとき。  

（５ ）  第 １０ 条の 規定 に より 補助 対象 事 業の 中止 又は 廃 止 の

承認を受けたとき。  

２  市 長は ，前 項の規 定に より ，補助 金の 交付 の決定 を取 り消 し

た場 合に お いて ，当 該取 消 しに 係る 部分 に 既に 補助 金が 交 付 さ

れているときは，期限を定めてその返還を命じるものとする。  

 

（その他）  

第１６ 条  この 要綱に 定め るも ののほ か， 補助 金の交 付に 関し 必

要な事項は，市長が別に定める。  

 

附  則  

 （施行期日）  

１  この要綱は，平成２９年７月１日から施行する。  

 （失効）  

２  この要綱は，令和８年３月３１日限り，その効力を失う。  

 

   附  則（令和７年告示第６６号）  

 この告示は，公布の日から施行する。  


